小規模多機能型居宅介護（南房総市）

小規模多機能型居宅介護（運営基準等）
１　定義及び基本方針
	小規模多機能型居宅介護
	（定義）

　小規模多機能型居宅介護について、介護保険法第８条第１９項では、「居宅要介護者について、その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選択に基づき、その者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。」と定められている。
（基本方針）
　家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ、その居宅において自立した日常生活を営むことができるようにする。

	介護予防小規模多機能型居宅介護
	（定義）

　介護予防小規模多機能型居宅介護について、介護保険法第８条の２第１４項では、「居宅要支援者について、その者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、その者の選択に基づき、その者の居宅において、又は厚生労働省令で定めるサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点において、その介護予防を目的として、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定めるもの及び機能訓練を行うことをいう。」と定められている。
（基本方針）

　家庭的な環境と地域住民との交流の下で自立した日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指す。




２　人員基準

	従業者
	（日中）
通いサービスの利用者３人に対して１人以上
訪問サービス担当１人以上
（それぞれのサービスに固定しなければならないということではなく、勤務している従業者全体で通いサービスと訪問サービスを行う）

（夜間・深夜）

夜勤職員１人以上
宿直職員１人以上

（ただし、宿泊サービスの利用者がいない場合であって、夜間及び深夜の時間帯を通じて利用者に対して訪問サービスを提供するために必要な連絡体制を整備しているときは、夜勤及び宿直勤務を行う介護従業者を置かないことができる）
※１人以上は常勤でなければならない。また、１人以上は看護師又は准看護師でなければならない。
※夜間・深夜の時間帯については事業者ごとに、宿泊サービスの利用者の生活サイクル等に応じて設定します。

※宿泊サービスの利用者が１人であっても、訪問サービス対応のため、夜間及び深夜の時間帯を通じて、夜勤１名と宿直１名の計２名が最低必要となります。 

※宿泊サービスの利用者がいない場合であっても、登録者からの訪問サービスの要請に備え、必要な連絡体制を整備している必要があります。 

※夜勤者＋宿直者の体制の場合、宿直者は随時の訪問に支障がない体制が整備されているのであれば、必ずしも事業所内で宿直する必要はありません（ただし、事業所として確実に勤務管理を行えることが必要です）。 

	介護支援専門員
	（１）原則として専従の者を置かなければならない。非常勤でも差し支えない。
ただし、次の場合は、兼務が可能（利用者の処遇に支障がない場合に限る）
(ｱ)当該事業所の他の職務に従事する場合
(ｲ)以下の４種類の併設施設等の職務に従事する場合
①認知症対応型共同生活介護事業所
②地域密着型特定施設
③地域密着型介護老人福祉施設
④介護療養型医療施設(療養病床を有する診療所であるものに限る。)

（２）厚生労働大臣が定める以下の研修を修了していること
「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」
（注意）上記研修を受講するには、介護支援専門員の資格を有し、「実践者研修」を修了していることが必要です

	管理者
	（１）原則として専従の常勤者を置かなければならない。
ただし、次の場合は、兼務が可能（事業所の管理上支障がない場合に限る） 

(ｱ)当該事業所の他の職務に従事する場合 

(ｲ)事業所に併設する以下の４種類の施設等の職務に従事する場合 

①認知症対応型共同生活介護事業所 

②地域密着型特定施設 

③地域密着型介護老人福祉施設 

④介護療養型医療施設(療養病床を有する診療所であるものに限る。) 

注）上記以外の事業所の管理者との兼務は認められていません 

（２）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護事業所等の従業者又は訪問介護員等として、３年以上認知症高齢者の介護に従事した経験を有すること 

（３）厚生労働大臣が定める以下の研修を修了していること 

「認知症対応型サービス事業管理者研修」 

	代表者
	（１）特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター等の従業者として認知症である者の介護に従事した経験を有する者、または保健医療サービス又は福祉サービスの経営に携わった経験を有する者
（２）厚生労働大臣が定める以下の研修を修了していること 

「認知症対応型サービス事業開設者研修」 


３　設備基準

	立地
	住宅地の中又は住宅地と同程度に家族や地域住民との交流の機会が確保される地域の中にあること

	登録定員
	２９人以下

	利用定員
（通いサービス）
	（１）利用定員は登録定員の２分の１から１５人の範囲内（登録定員が２５人を超える事業所においては、下表に定める利用定員）

登録定員

利用定員

２６人又は２７人

１６人

２８人

１７人

２９人

１８人

（２）登録者のみ利用可能

	利用定員
（宿泊サービス）
	（１）利用定員は、通いサービスの利用定員の３分の１から９人の範囲内
（２）登録者のみ利用可能

	利用定員
（訪問サービス）
	登録者の居宅を訪問し、当該居宅においてサービスを行う

	居間及び食堂
	（１）機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること
（２）居間と食堂は同一の場所とすることができる

	宿泊室

	【個室】 

（１）宿泊室の定員は、１人とする 

ただし、利用者の希望等により一時的に２人とすることもできる 

（２）宿泊室の床面積は、７.４３㎡以上であること 

【個室以外】 

（３）合計した床面積が、おおむね７.４３㎡に宿泊サービスの利用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上であること 

（宿泊サービス利用定員－個室定員）×７.４３㎡≦個室以外の宿泊室 

（４）居間はプライバシーが確保されたものであれば、個室以外の宿泊室の面積に含めることができる

・民家等の既存施設を活用した効率的なサービス提供等を可能とする観点から、宿泊専用の個室がない場合であっても、宿泊室についてプライバシーが確保されたしつらえになっていれば差し支えありません。 

・プライバシーの確保とはパーティションや家具などにより利用者同士の視線が遮断されること。家具やふすまのような建具までは要しませんが、カーテンはプライバシーの確保がされているとは言えません。



	台所、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備、その他必要な設備、備品等


	（１）設備は、専ら当該指定小規模多機能型居宅介護の事業の用に供するものでなければならないが、利用者に対する指定小規模多機能型居宅介護の提供に支障がない場合は共有することもできる

・指定小規模多機能型居宅介護の居間及び食堂を指定通所介護等の機能訓練室及び食堂として共用することは認められません。
（２）消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

・消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置すること
・たばこ、ライター等の適切な管理や消火・避難訓練の徹底など、防火体制の強化を図ること



４　運営基準（主なものを掲載）
	利用料等の受領

	（１）事業者は、利用料の他、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受けることができる。 

①利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎に要する費用
②利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問サービスを提供する場合は、それに要した交通費の額
③食事の提供に要する費用
④宿泊に要する費用
⑤おむつ代
⑥上に掲げるもののほか、指定小規模多機能居宅介護の提供において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認められる費用

【食事提供費、宿泊費について】 

①食事の提供に要する費用は食材料費及び調理にかかる費用に相当する額を基本に設定します。 

②宿泊費は室料及び光熱水費に相当する額を基本に設定します。なお、宿泊費の設定に当たっては次の事項を勘案すること。 

（1）建設費用、修繕・維持費用、公的助成の有無 

（2）近隣地域に所在する類似施設の家賃・光熱水費 

（２）上記の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。

	登録者の居宅サービス計画の作成


	（１）事業所の管理者は、介護支援専門員に、登録者の居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させるものとする。

①登録者（要支援者含む）の居宅サービス計画は、指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員に作成させることとしたものです。 

②このため、指定小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合には、介護支援専門員は当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員に変更することとなります。

（２）介護支援専門員は、登録者の居宅サービス計画の作成に当たっては、指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準の具体的取組方針に沿って行うものとする

	小規模多機能型居宅介護計画の作成


	（１）介護支援専門員は小規模多機能型居宅介護計画の作成に当たっては、地域における活動への参加の機会の提供等により、利用者の多様な活動の確保に努めなければならない。

「多様な活動」とは、地域の特性や利用者の生活環境に応じたレクリエーション、行事、園芸、農作業などの利用者の趣味又は嗜好に応じた活動等をいうものです。

（２）介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の小規模多機能型居宅介護従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載した小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、これを基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス又は宿泊サービスを組み合わせた介護を行わなくてはならない。

	自己評価・運営推進会議における評価
	サービスの改善及び質の向上を目的として、各事業所が自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）を行うとともに、当該自己評価結果について、運営推進会議等において第三者の観点からサービスの評価（運営推進会議における評価）を１年に１回以上行うこと。
（１）自己評価
全従業者が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、その上で、他の従業者の振り返り結果を当該事業所の従業者が相互に確認しながら、現状の課題や質の向上に向けて必要となる取組等について話し合いを行うことにより、事業所として提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上につなげていくことを目指すもの。
（２）運営推進会議における評価
(ｱ) 事業所自己評価で取りまとめた当該事業所で提供されているサービスの内容や課題等について、運営推進会議に報告した上で、利用者、市町村職員、地域住民等が第三者の観点からの意見を得ることにより、新たな課題や改善点を明らかにし、サービスの質の向上を図るとともに、地域包括ケアの中で当該事業所が果たすべき役割を明らかにしていくことを目指すもの。

(ｲ) 運営推進会議における評価を行う場合には、市町村職員又は地域包括支援センター職員、サービスや評価について知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必要。
※平成27年度の介護保険制度改正により、外部評価機関によるサービス評価の仕組みは廃止されました。



	利用者の病状の急変等緊急時における主治医への連絡等の対応


	（１）事業者は、主治の医師との連携を基本としつつ、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかねばならない。 

（２）事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。 

（３）事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。 

	地域との連携等


	（１）事業者は、指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、事業所が所在する市町村の職員又は当該事業所が所在する区域を管轄する地域包括支援センターの職員、地域住民の代表者等により構成される協議会（運営推進会議）を設置し、おおむね２月に１回以上、運営推進会議に対し通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会を設けなければならない。
（２）事業者は、報告、評価、要望、助言等について記録を作成するとともに、それを公表するものとする。
（３）事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。
（４）事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定小規模多機能型居宅介護に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。


５　Ｑ＆Ａ



	小規模多機能型居宅介護事業所に併設できる施設にはどのようなものがあるのか。



	小規模多機能型居宅介護事業所に他の事業所を併設する蝪合としては、

①　同一時間帯で職員の行き来を認める場合、②職員の兼務を認める訳ではないが、同一建物内に併設する場合、③同一法人が別棟に設ける場合、の３つのパターンがあるが、整理すると次のとおりとなる。

併設する事業所

①職員の行き来

可能

②同一建物に併設
③同じ法人が

別棟に併設

地域密着型の４施設等※

○

○

○

居宅サービス事業所

×

○

○

広域型の特別養護老人ホーム、老人保健施設等

×

×

○

※　地域密着型介護老人福祉施設、地域密着型特定施設、認知症対応型共同生活介護事業所、介護療養型医療施設（療養病床を有する診療所であるものに限る。）をいう。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

面積基準から、登録定員や通いの定員の上限は決定されるものなのか。例えば、居間及び食堂の広さが２７㎡の場合は、通いの定員は９人となり、登録可能定員は最大１８人となるのか。

１　居間及び食堂を合計した面積は１人当たり３㎡以上としていることから、居間及び食堂を合計した面積が２７㎡の場合は、お見込みのとおり、通いサービスの利用定員の上限は９人となり、これを逆算すると、登録定員の上限は１８人ということになる。

２　居間及び食堂が十分な広さがないにもかかわらず、多くの利用者を登録した場合は、利用者が十分な通いサービスを受けられないこともあるため、面積に見合った登録定員とする必要がある。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

宿泊サービス用の個室は必ず必要なのか。個室以外の宿泊室について、居間兼食堂に一人であれば泊まれるのか。プライバシーが確保されたものとはどのようなものか。

１　民家等の既存施設を活用した効率的なサービス提供等を可能とする観点から、宿泊専用の個室がない場合であっても、宿泊室についてプライバシーが確保されたしつらえになっていれば差し支えない。

２　プライバシーが確保されたものとは、例えば、パーテーションや家具などにより利用者同士の視線の遮断が確保されるようなものである必要があるが、壁やふすまのような建具まで要するということではない。ただし、カーテンはプライバシーが確保されたものとは考えにくいことから認められない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

小規模多機能型居宅介護の居間は、グループホームの居間との共用は可能なのか。

グループホームの居間は入居者の生活空間であることから、基本的に小規模多機能型居宅介護の居間との共用は認められない。ただし、事業所が小規模である場合（小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービスと認知症対応型共同生活介護事業所の定員の合計が１５名以下である場合）などで、グループホームの居間として必要なものが確保されており、かつ、小規模多機能型居宅介護の面積基準１人当たり３㎡似上を満たす場合は、共用としても差し支えない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

複数の小規模多機能型居宅介護事業所を同一の建物内に併設することはできるか。また、同一敷地に別棟で併設することはどうか。

複数の小規模多機能型居宅介護事業所を同一の建物内に併設することは認められない。

また、複数の小規模多機能型居宅介護事業所を同一敷地に別棟で設置することは可能である。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

小規模多機能型居宅介護事業所を有料老人ホーム、高齢者賃貸住宅等と同一の建物内に設置すること可能か。例えば、50人を超える高齢者賃貸住宅ではどうか。

１　利用者と職員とのなじみの関係を築けるような事業所等の場合は、小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物内における併設及び同一敷地内における設置を認め、小規模多機能型居宅介護事業所といわば全体で「1つの事業所」とみなして各事業所間の職員の行き来を認めているところである。(「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」(平成18年3月31日老計発第0331004号、老振発第0331004号、老老発0331017号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知)第3の三の2(1)トのとおり。)

しかしながら、広域型の特別養護老人ホームなど大規模な介護施設との併設を認めると、施設への移行が促進されたり、「囲い込み」になりやすいことから、同一建物内における併設を認めないこととしたものである。

２　一方、有料老人ホームや高齢者賃貸住宅については、そこに居住しながら、様々な外部サービスを受けることが可能であることから、同一建物内における併設は可能であるが、囲い込み型のサービス提供にならないようにすることが必要であり、大規模な施設との併設は行うべきではない。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

市町村が定める独自の指定基準において、有料老人ホームや高齢者賃貸住宅等と同一建物内に事業所を設けることは認められないとすることは可能か。

１　介護保険法第78条の4第4項及び同法施行規則第131条の9の規定に基づき、市町村は、指定地域密着型サービス基準のうち、利用定員及び登録定員に関する基準、事業所又は従業者の経験及び研修に関する基準、従業者の夜勤に関する基準並びに運営に関する基準を下回らない範囲内で、当該市町村における指定地域密着型サービスに従事する従業者に関する基準及び指定地域密着型サービスの事業の設備及び運営に関する基準を定めることができるとされている。

２　市町村は、この規定に基づき、独自に定める指定基準において、有料老人ホームや高齢者賃貸住宅等と同一建物内に事業所を設けることを制限することは可能である。
○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

有料老人ホームや高齢者賃貸住宅等と同一建物内に事業所を設ける場合、利用者を当該施設の入居者に限定することは可能か。

小規模多機能型居宅介護事業所の利用者を有料老人ホーム等の入居者に限定することは認められない。
○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

既存の民家を活用して小規模多機能型居宅介護事業所を設けようとしているが、宿泊室や事務室を確保するスペースがないことから、宿泊室や事務室のみを別棟で設けることは可能か。

同一時間帯に小規模多機能型居宅介護事業所の居間と宿泊室に利用者がいる場合でも、両方の利用者に対してケアできる体制となっているかどうか、夜間に登録者から訪問サービスの依頼の連絡があった場合に適切に対応できる体制となっているかどうかなどを確認し、利用者の処遇に支障がないと認められる場合は、差し支えない。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

グループホームと併設する場合、当該グループホームの浴室を共用することは認められるか。

指定小規模多機能型居宅介護事業所の通いサービス又は宿泊サービスと指定認知症対応型共同生活介護事業所の定員の合計などを勘案し、利用者の処遇に支障がないときは、浴室を共用することも差し支えない。
○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

６１　小規模多機能型居宅介護事業所では、自己評価及び外部評価の実施並びにその結果の公表は、どのように実施するのか。

１　自己評価は、各事業所が、自ら提供するサービスを評価・点検することにより、サービスの改善及び質の向上を目的として実施するものであり、事業所の開設から概ね６か月を経過した後に実施するものである。自己評価結果の公表については、利用者並びに利用者の家族へ提供するほか、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、地域包括支援センターに置いておく方法、インターネットを活用する方法などが考えられる。

２　外部評価については、現在認知症対応型共同生活介護事業所において実施されている外部評価と同様に、都道府県が指定する外部評価機関が、事業所が行った自己評価結果に基づき、第三者の観点から、サービスの評価を行うことを想定しており、自己評価を行った後、事業所の開設後１年以内に実施することとなっている。外部評価結果の公表については、事業所内で自己評価結果の公表と同様の扱いのほか、外部評価機関がWAM-NET上に公表する等が考えられる。

３　なお、自己評価及び外部評価の評価項目、その他必要な事項については、追ってお示しする。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

新規申講の場合、従業者の員数を算定するための通いサービスの「利用者の数」の推定数はどのように行えばよいのか。

新設の場合における「利用者の数」は、他の居宅サービス等と同様、

①　新設の時点から６月未満の間は、事業所が定める通いサービスの利用定員の９０%とし、②新設の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者等の延数を６月間の日数で除して得た数とし、③新設の時点から１年以上経過している場合は、直近１年間における全利用者等の延数を１年間の日数で除して得た数とする。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

居宅介護支援事業所のケアマネジャーを利用している利用者が小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合、ケアマネジャーを小規模多機能型居宅介護事業所のケアマネジャーに変更しなければならないのか。

小規模多機能型居宅介護は「通い」、「訪問」、「宿泊」をパッケージで提供するものであり、利用者が小規模多機能型居宅介護の利用を開始した場合には、ケアマネジャーは当該小規模多機能型居宅介護事業所のケアマネジャーに変更することとなる。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

小規模多機能型居宅介護事業所のケアマネジャーの業務は何か。また、小規模多機能型居宅介護事業所は居宅介護支援事業所の指定をとらなければならないのか。

１　小規模多機能型居宅介護事業所のケアマネジャーの業務は、基本的には、①登録者の小規模多機能型居宅介護以外の居宅サービスを含めた「ケアプラン」の作成、②法定代理受領の要件である小規模多機能型居宅介護利用に関する市町村への届出の代行、③小規模多機能型居宅介護の具体的なサービス内容等を記載した「小規模多機能型居宅介護計画」の作成である。

２　ケアプランの作成に関しては、居宅介護支援事業所のケアマネジャーが通常行っている業務を行う必要がある。（具体的な事務の流れは別紙１のとおり）

３　ケアプランの様式は居宅介護支援と同様のものを使用するが、小規模多機能型居宅介護ならではのサービス利用票の記載例等については、追ってお示しする。

４　小規模多機能型居宅介護利用に関する市町村への届出については、居宅サービスにおける例にならい、別紙２のような標準様式で行うこととする。

５　また、登録者のケアプランの作成については小規模多機能型居宅介護の介護報酬の中に含まれていることから、別途「ケアプラン」の作成に係る介護報酬を算定することはできない。このため、居宅介護支援事業所の指定基準や介護報酬は適用されず、居宅介護支援事業所の指定を受ける必要はない。

（別紙１）（別紙２）省略

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者のケアプランは地域包括支援センター（介護予防支援事業者）が作成するのか。

１　介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者のケアプランは、地域包括支援センター（介護予防支援事業者）の職員が作成するのではなく、介護予防小規模多機能型居宅介護事業所のケアマネジャーが作成するものである。

２　この場合、地域包括支援センター（介護予防支援事業者）の職員が行う業務と同様の業務を行っていただくことになる。

３　なお、ケアプランの作成については介護予防小規模多機能型居宅介護の介護報酬の中に含まれていることから、別途「ケアプラン」の作成に係る介護報酬を算定することはできない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

訪問サービスのみ、小規模多機能型居宅介護事業所から離れた特別養護老人ホームの職員が行ってもよいか。

このような勤務形態は認められない。特別養護老人ホームにおける職員が非常勤である場合には、非常勤として勤務する以外の時間帯に小規模多機能型居宅介護事業所に勤務し、通いサービスや宿泊サービスも含めた業務を行うことは差し支えない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

登録者は他の小規模多機能型居宅介護事業所に登録することはできないのか。

小規模多機能型居宅介護においては、利用者と従業者のなじみの関係を築きながらサービスを提供する観点から、利用看は１か所の小規模多機能型居宅介護事業所に限って利用者登録を行うこととしたものであり、複数の小規模多機能型居宅介護事業所の利用は認められない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

日常生活において通常必要となる利用者に負担させることが適当と認められる費用とはどういうものか。

日常生活において通常必要となる利用者に負担させることが適当と認められる費用とは、次のようなものを想定している。

①　利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合にかかる費用

②　利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合にかかる費用

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

通常の事業の実施地域はどのように設定するのか。

１　指定訪問介護事業所や指定通所介護事業所の事業の実施地域ついては、事業者が任意に定めるものであるが、地域密着型サービスである小規模多機能型居宅介護事業所については、市町村が定める日常生活圏域内は、少なくとも通常の事業の実施地域に含めることが適当である。

２　また、事業所所在地の市町村の同意を得て事業所所在地以外の他の市町村から指定を受けた場合には、当該他の市町村の一部の日常生活圏域を事業の実施地域の範囲に加えることもある。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態とはどの程度をいうのか。

著しく少ないとは、登録定員のおおむね３分の１以下が目安となる。登録定員が２５人の場合は通いサービスの利用者が８人以下であれば、箸しく少ない状態といえる。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

利用者宅へ訪問し声かけ等を行った程度でも訪問サービスの回数に含めてよいか。

小規模多機能型居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られないため、利用者宅を適宜訪問し、見守りの意味で声かけ等を行った場合でも訪問サービスの回数に含めて差し支えない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

支給限度額内で利用できるサービスにはどのようなものがあるのか。

小規模多機能型居宅介護を受けている間に支給限度額の範囲内で利用できるサービスは、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与である。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

休業日を設けてよいか。

小規模多機能型居宅介護事業所は、３６５日利用者の居宅生活を支援するものであり、休業日を設けることは想定していない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

食事の提供に要する費用や宿泊費は事業者が自由に設定してよいか。

平成１７年１０月改定の際に定めた居住、滞在及び食事の提供に係る利用料に関する指針を踏まえ、事業看において適切な額を設定することとなる。（同指針を改正予定）

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

現在、通所介護の指定を受けていて自主事業で泊まりを行っているが、小規模多機能型居宅介護が創設されたことに伴い、こうした形態のサービスは行えなくなるのか。

平成１８年４月以降も上記のようなサービスを行うことは可能である。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

現在、小規模多機能型居宅介護と類似のサービスを行う事業所において、共生型で障害者の人が住んでいるケースがあるが、この事業所が小規模多機能型居宅介護の指定を受ける場合は、障害者は利用できなくなるのか。

障害者を受け入れる共生型の小規模多機能型居宅介護事業所については、構造改革特区として提案されており、これを認める方向で検討している。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

小規模多機能型居宅介護事業所に併設している有料老人ホームの入居者が小規模多機能型居宅介護を利用することはできるか。

利用可能である。（ただし、特定施設入居者生活介護を受けている間は、介護報酬は算定できない。）

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

養護老人ホームの入所者が小規模多機能型居宅介護を利用することはできるか。

養護老人ホームにおいては、措置費の下で施設サービスとして基礎的な生活支援が行われているところであり、養護老人ホームの入所者が小規模多機能型居宅介護を利用することは想定していない。

○　指定基準、介護報酬等に関するQ&A（全国介護保険担当課長ブロック会議資料）

土・日曜日に休業日を設けていた既存のデイサービスセンターが小規模多機能型居宅介護事業所となる場合には、土日も含め「通いサービス」を毎日行わなければならなくなるのか。

「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」(平成18年3月31日老計発第0331004号、老振発第0331004号、老老発第0331017号厚生労働省老健局計画課長、振興課長、老人保健課長連名通知)第3の三の4の(13)①に書いてあるとおり、小規模多機能型居宅介護事業所は、365日利用者の居宅生活を支援するものであり、「通いサービス」、「宿泊サービス」、「訪問サービス」の３サービスとも、休業日を設けることは認められない。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

既存のデイサービスセンターが小規模多機能型居宅介護事業所となる場合に、これまでデイサービスセンターを利用していた他市町村の被保険者が小規模多機能型居宅介護を利用し続けることができるようにするためには、他市町村からも小規模多機能型居宅介護事業所の指定を受ける必要があるのか。

お尋ねのような場合には、他市町村からも小規模多機能型居宅介護事業所の指定を受ける必要があるが、従来からの利用者のために継続的なサービス利用を確保する観点から、原則として、

①　事業所所在の市町村は、他市町村の従来からの利用者の利用について、介護保険法第78条の2第4項第4号の同意を行うとともに、

②　当該同意に基づき他市町村は指定を行う、

ことが求められる。

他市町村が指定を行う際には、「Ｑ＆Ａ　地域密着型サービス共通事項　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７の問２」に示したような取扱いも可能であるので、円滑な指定が行われるよう工夫していただきたい。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

小規模多機能型居宅介護事業所は、利用者を認知症の高齢者や要介護３以上の者、要支援者などに限定することは可能か。

１　小規模多機能型居宅介護は、認知症の高齢者や重度の者に対象を絞ったサービスではなく、職員となじみの関係を築く中で安心した在宅生活を行うことを支援するものであることから、認知症の高齢者でないことを理由にサービスの提供を拒むことや利用者を要介護３以上の者に限定することは認められない。

２　また、要支援者については、介護予防小規模多機能型居宅介護の事業所の指定を受けたところでのみサービスを受けることができるのであって、事業所が介護予防小規模多機能型居宅介護の事業所の指定を受けなければ、要支援者を受け入れる必要はない。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

小規模多機能型居宅介護の訪問サービスには、いわゆる指定訪問介護の身体介護のうち通院・外出介助（公共交通機関等での通院介助）も含まれるのか。

小規模多機能型居宅介護の訪問サービスには、いわゆる指定訪問介護の身体介護のうち通院・外出介助も含まれる。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

介護保険事業計画に小規模多機能型居宅介護の整備を位置づけていない場合、事業者の指定を拒否することは可能か。

１　介護保険事業計画において定める日常生活圏域等における必要利用定員総数に既に達しているときなどに、事業者の指定をしないことができるのは、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護又は地域密着型介護老人福祉施設である。

２　これら以外の地域密着型サービスについては、介護保険事業計画上の数値を超えていたとしても指定の拒否をすることはできないが、良質なサービスを計画的に整備していくことも重要であることにも留意しつつ、各市町村の実情に合わせて整備を進めていただきたい。

○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７

市町村は、介護保険法第78条の4第4項及び同法施行規則第131条の9の規定に基づき独自に定める指定基準において、小規模多機能型居宅介護事業者は他の介護保険サービスの経験を3年以上有する事業者とする等の要件を付すことは可能か。

お尋ねのような要件を付すことは可能である。
○　介護保険改革ＩＮＦＯＭＡＴＩＯＮ　ＶＯＬ．１２７




PAGE  
- 14 -

